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提出された意見の概要及びそれに対する本市の考え方 

 

項目 意見の概要 本市の考え方 

条例全体 

広島市に「広島市指定地域共同活動団

体の指定等に関する条例」は不要と考え

る。 

（理由） 

・指定を受ける団体と指定を受けない

団体の間で不平等が生じる。 

・団体（あるいは団体に属する個人）

による恣意的利用による不正行為が

予想される。 

・市長の裁量で社会福祉協議会を利用

する制度は疑問である。 

ひろしまＬＭＯは、地域を代表する団

体として、地域内外の多くの団体に参画

していただけるよう、参画を希望する団

体に対しては広く門戸を開きつつ、既存

の地域団体の活動も尊重しながら地域自

治を推進する、地域の協力体制の要とな

るものです。そのため、ＬＭＯを支援す

ることにより、こうした地域自治に参画

する多くの団体への支援にもつながるも

のと考えています。 

こうした考え方の下、指定地域共同活

動団体において特定の者などによる恣意

的な利用が行われないようにするため

に、本条例素案第３条第２項では、 

⑴ 団体の運営に関する主な事項が、

団体の構成員の意思に基づき決定さ

れていること。 

⑵ 代表者その他の役員が、団体の構

成員の意思に基づき選任されている

こと。 

⑶ 予算及び決算に係る資料の公表並

びに決算に係る監査を行い、経費の

使途の透明性が確保されているこ

と。 

⑷ 活動の計画及び実施の状況が公表

されていること。 

⑸ 前各号の規定による適正な運営を

確保するための方法が規約その他こ

れに準ずるものに定められているこ

と。 

といった民主的で透明性が高い適正な運

営の確保に関する指定要件を設けるとと

もに、条例素案第３条第３項では、  

⑶ 特定の団体の構成員が役員の半数

以上を占めていないこと。 

のほか、宗教活動や政治活動などを目的

とする活動を禁止する規定を設けていま

す。 

また、条例素案第４条において、市長

が社会福祉法人広島市社会福祉協議会

（以下「市社協」という。）に対し、ひろ

しまＬＭＯへの支援に必要な協力を求め

ることができることを規定しています
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が、これはあくまでも協力要請であり、

市長の裁量で市社協を利用する制度とは

なっていません。 

第３条 

（ひろしま

ＬＭＯの 

指定要件） 

条例素案第３条第３項第２号におい

て、地区・学区社会福祉協議会が構成団

体となることとされているが、地区・学

区社会福祉協議会が条例に基づく指定申

請を行う場合には、申請団体としての地

区・学区社会福祉協議会と構成団体とし

ての地区・学区社会福祉協議会をどのよ

うに区別するのか。 

地区・学区社会福祉協議会が指定申請

を行う場合には、申請団体である地区・

学区社会福祉協議会が当該団体の構成団

体にはなり得ないため、条例素案第３条

第３項第２号に規定する「市長が特別の

理由があると認めるとき」に該当するも

のとして、構成団体の要件から地区・学

区社会福祉協議会を除く取扱いをするこ

とにしています。 

条例素案第３条第３項第３号の「特定

の団体の構成員が役員の半数以上を占め

ていない」という要件について、地区・

学区社会福祉協議会とそれ以外の構成団

体の役員を兼ねている人物については、

地区・学区社会福祉協議会の役員として

扱われることになるのか。 

地区・学区社会福祉協議会は多くの各

種地域団体が構成団体となっている団体

であり、その構成員がひろしまＬＭＯの

役員の半数を占めてしまうことはやむを

得ないと考えているため、「市長が特別の

理由があると認めるとき」に該当するも

のとして、地区・学区社会福祉協議会の

構成員が役員の半数以上を占めることは

認める取扱いをすることにしています。 

第５条 

（ひろしま

ＬＭＯに対

する支援） 

ＰＴＡなど社会教育関係団体が行う教

育の事業に対して公金を支出すること

は、憲法８９条に違反する。社会教育関

係団体への公金支出が想定される団体へ

の補助金は、社会教育委員の会議に意見

を聴くべきである。 

昭和３４年１２月９日付け社会教育審

議会答申において、憲法第８９条の「教

育の事業」に該当しないものとして、補

助対象とする団体の範囲、補助事業の範

囲、補助対象とする経費の範囲及び限度

などが示されており、社会教育法第１３

条の規定に基づき、あらかじめ社会教育

委員の会議の意見を聴き、同法第１０条

に規定する社会教育関係団体（社会教育

に関する事業を行うことを主たる目的と

する団体）が実施する憲法第８９条に該

当しない事業に公金を支出することは、

憲法違反にはなりません。 

ひろしまＬＭＯは、社会教育法第１０

条に規定する「社会教育関係団体」には

該当しませんが、本条例に基づき、社会

教育関係団体に該当するひろしまＬＭＯ

の構成団体や連携団体が実施する憲法第

８９条に該当しない事業に対し、本市か

ら補助金を交付する場合には、社会教育

法第１３条の規定に基づき、あらかじめ、

社会教育委員の会議の意見を聴くことに

しています。 

しかしながら、現時点では、ひろしま
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ＬＭＯに対する助成金は、本市が出えん

した広島市社会福祉協議会（以下「市社

協」といいます。）の基金を原資として、

市社協がひろしまＬＭＯに交付してお

り、今後もこのような形でのＬＭＯへの

支援を行う場合は、本市から市社協への

出えんはもとより、市社協からひろしま

ＬＭＯに対する助成金は、社会教育法第

１３条に規定する「地方公共団体が社会

教育関係団体に対し補助金を交付する場

合」に該当しないため、社会教育委員の

会議の意見を聴く必要はありません。 

その他 

「社会福祉協議会」が社会福祉法に規

定された団体であることを鑑みると、条

例により指定される指定地域共同活動団

体に「社会福祉協議会」の名称を使用す

るのは適切ではないと考える。 

本市における地区・学区社会福祉協議

会は、社会福祉法第１０９条第２項に根

拠を置く団体ではなく、各地域において

任意に設立された団体です。 

そのため、条例により指定する団体が、

任意に設立された地区・学区社会福祉協

議会の名称を使用することは問題ないと

考えています。 
 


